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５ 申請・設置・運営について

⑴ 申請の手続きについて
○ 「不登校児童生徒等又は療養等による長期欠席生徒等を対象とする特別の教育課程を

編成して教育を実施する学校に関する指定要項」に基づき、設置者が文部科学省に指

定を希望する学校の同意書を添付して、指定申請書を提出すること。

（参考） 様式や記載要領は文部科学省HPに記載

○ 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部
・中学部については、各教科等の授業時数及び総授業時数表が記載された教育課程表

を添付し、高等学校及び中等教育学校後期課程については、各学年における各教科・

科目等の単位数及び合計単位数が記載された教育課程表を添付すること。

○ 学校の設置に当たっては、各自治体の学校設置基準に拠ることになるため、申請に当

たっては、事前に管理機関とも十分協議しておくこと。
○ 申請書の提出から指定に至るまでには、個々の事情によって要する期間は異なるが、

いずれにしても相当期間調整のための時間を要するので、原則、開始予定時期の

１年以上前から文部科学省に協議を行うこと。

⑵ 設置・運営等について
○ 不登校特例校を設置する場合には、通常の学校を設置する場合と同様の支援を受ける
ことができる（ 例えば、市町村立義務教育諸学校の場合であれば、加配を含めた教職

員定数・国庫負担の対象となる） ほか、スクールカウンセラー・スクールソーシャル

ワーカーの重点配置の対象や都道府県立の義務教育諸学校であっても教職員定数・国

庫負担の対象となる。

○ 分教室型での設置に関して、「分教室」とは、通称であり、法令上はあくまで「学級」
である。「不登校特例校」は特別の教育課程を編成して教育を実施することができる「学

校」を文部科学大臣が指定するものであり、原則学校としての設置が想定されている

が、当該学校の設置認可自体は設置者である自治体の判断になるため、設置者とよく

協議の上、分教室として設置する必要性や意義、特別の教育課程を編成して教育を実

施することができる環境が整えられているか等について整理することが必要である。
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６ 参考資料（文部科学省ホームページより転載）

○ 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する

法律（概要）

○ 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する

基本指針（概要）

○ 不登校に関する調査研究協力者会議報告書（概要）








